
鳥取都市計画地区計画の変更（鳥取市決定） 

都市計画若葉台北地区地区計画を次のように決定する。 

名   称 若葉台北地区地区計画 

位   置 鳥取市若葉台北六丁目、紙子谷及び海蔵寺地内 

面   積 約５．８ｈａ 

地区計画の目標 

本地区は、ＪＲ西日本鳥取駅の南東約６ｋｍ、因美線津ノ井駅の南東２ｋ

ｍの津ノ井丘陵に位置し、鳥取新都市開発整備事業により計画的に整備され

た、国道２９号に面し、鳥取環境大学と良好な住宅地に隣接する区域である。

新都市構想では、商業やサービス業務施設の集積を促進するタウンセンタ

ー用地として位置づけられている。しかし、平成２年に分譲されて以降、一

部に店舗が立地したものの、そのほとんどが未利用地となっており、ゴミの

不法投棄の懸念や防犯上の観点からも適切な土地利用が求められてきてい

る。 

本地区は、交通アクセスがよく、近隣に産業支援施設が立地しているなど、

工業地としての要件も備えていることから、鳥取市土地開発公社が取得し、

若葉台の環境と調和した「環境調和型工業団地」の開発を計画している。 

工業地とすることによる隣接の良好な住環境への影響を考慮し、新都市の

開発テーマ「調和のとれた緑豊かな新都市」のもと、建築物の用途の混在や

敷地の細分化の防止、環境の悪化をもたらすおそれのある工場の制限や建築

物の高さの制限などを行う。これにより、隣接する住環境への負荷の軽減を

図るとともに、地域環境と調和した潤いのある景観と良好な市街地の形成、

保全を目標とする。 
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土地利用の方針 

地区の特性に応じた秩序ある土地利用を図るため、次の２地区に細区分す

る。 

（１） 産業業務地区 

生産・業務活動の利便を増進させるため、住宅等の混在や敷地の細分化

による環境の悪化を防止する。あわせて、環境の悪化をもたらすおそれの

ある工場の制限や建築物の高さを制限して、周辺地域と調和した良好な土

地利用を図る。 

（２） 便益施設地区 

新都市及び周辺地域住民、学生、従業員等の日常の利便を図るための店

舗等の利便施設の集積を誘導し、にぎわいを創出するとともに周辺地域の

良好な地域環境と調和した土地利用を図る。 

建築物等の整備方針 

（１）産業業務地区 

周辺環境との調和を図るため建築物の用途、敷地面積の最低限度、壁面

の位置の制限、高さの最高限度、形態・意匠の制限等について必要な基準

を設定する。なお、良好な環境を創出するため、敷地内にはオープンスペ

ースを確保し、道路沿いには植栽等を施すこととする。 

（２）便益施設地区 

周辺環境との調和を図るため建築物の用途、敷地面積の最低限度、壁面

の位置の制限、高さの最高限度、形態・意匠の制限等について必要な基準

を設定する。 

 

また、上記の他に全地区について、景観の優れた良好な周辺環境の保全を

図るため、敷地については、原則として造成地盤高の変更、既存擁壁の改廃

及び嵩上は行わないものとし、建築物の外壁等は美観に配慮するよう努める

ものとし、テレビのケーブルは各敷地に引き込まれているケーブル線と接続

するものとし、テレビ（ＶＨＦ、ＵＨＦ等）受信用アンテナの設置は行わな

いものとする。 
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地区の区分 
区分の名称 産業業務地区 便益施設地区 

区分の面積 約４．０ｈａ 約１．８ｈａ 

建
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建築物等の 

用途の制限 
別表に掲げる建築物は、建築してはならない。 

建築物の敷地 

面積の最低限度

１，０００㎡ 

ただし、公衆便所、巡査派出所その

他これらに類する建築物で公益上必

要な建築物はこの限りでない。 

２００㎡ 

ただし、公衆便所、巡査派出所その

他これらに類する建築物で公益上必

要な建築物はこの限りでない。 

壁面の位置の制限

建築物の外壁又はこれに代わる柱

の面から道路境界線までの距離は１．

５ｍ以上、隣地境界線までの距離は

１．０ｍ以上とする。 

（１） 建築物の外壁又はこれに代わ
る柱の面から道路境界線まで
の距離は１．５ｍ以上、隣地境
界線までの距離は１．０ｍ以上
とする。 

（２） 車庫（外壁を有しない車庫又は
開放性を有する簡易な構造の
車庫を除く。）の外壁又はこれ
に代わる柱の面から道路境界
線及び隣地境界線までの距離
は１．０ｍ以上とする。 

（３） 物置その他これらに類する用
途に供する軒の高さが２．３ｍ
以下の建築物で、かつ(１)の道
路境界線及び隣地境界線まで
の距離の最低限度を満たさな
い部分の床面積が５．０㎡以下
であるもの（当該建築物が２以
上ある場合はその合計面積と
する。）は、道路境界線及び隣
地境界線までの距離は０．６ｍ
以上とすることができる。 

工作物の 

設置の制限 

屋外広告物の制限は以下のとおりとする。 

（１） 屋根及び屋上に設置してはならないものとする。 

（２） 広告塔、立看板等は道路境界より１．５ｍ以上後退し、地盤面より１

０．０ｍ以下とする。 

（３） 色彩、形態、装飾は、美観、風致を十分配慮したものとする。 

建築物の高さ 

の最高限度 
２０ｍ １２ｍ 

建築物等の形態

又は意匠の制限

建築物の屋根及び外壁の色彩は、周辺の良好な地域環境にふさわしい、で

きる限り落ち着いた色彩を基調とし、周辺の景観との調和に配慮するものと

する。 

かき又はさくの

構造の制限 

道路側は生垣又は透視可能なフェンス等（高さ６０ｃｍ以下の部分はこの

限りでない。）で造られたものとする。ただし、門はこの限りではない。 

「区域は計画図表示のとおり」  
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（１） 住宅 

（２） 共同住宅、寄宿舎又は下宿。ただし、本地区内に立地する企業の従業員のための共同

住宅、寄宿舎を除く。 

（３） 老人ホーム、身体障害者福祉ホームその他これらに類するもの 

（４） カラオケボックスその他これに類するもの 

（５） マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所、場外車券売場その他これら

に類するもの 

（６） 床面積の合計が１５㎡を超える畜舎 

（７） 建築基準法の別表第二(る)項第一号に定めるもの 

（８） 建築基準法施行令第１３０条の９第１項の表の準工業地域欄に定める数量を超える危

険物の貯蔵又は処理に供するもの 

便
益
施
設
地
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（１） 共同住宅、寄宿舎又は下宿。ただし、本地区内に立地する企業の従業員のための共同

住宅、寄宿舎を除く。 

（２） ホテル又は旅館 

（３） カラオケボックスその他これに類するもの 

（４） マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所、場外車券売場その他これら

に類するもの 

（５） 倉庫業倉庫 

（６） 床面積の合計が１５㎡を超える畜舎 

（７） 建築基準法の別表第二(と)項第三号に定めるもの 

（８） 建築基準法の別表第二(ぬ)項第一号(一)から(三)まで、(十一)又は(十二)の物品（(り)

項第四号及び(ぬ)項第二号において「危険物」という。）の貯蔵又は処理に供するもの

で建築基準法施行令第１３０条の９第１項の表の準住居地域欄に定める数量を超える

もの 

（９） 原動機を使用する工場で作業場の床面積の合計が５０㎡を超えるもの（店舗を併設す

る食品製造業は除く。） 

 


